
資料３－３

体 事業 進捗具体的事業の進捗状況

平成２５年１０月１６日平成２５年１０月１６日

薩摩川内市

新エネルギー対策課



１ スマートハウス（モデル）実証事業 （Ｐ ６） テーマ３関連１. スマ トハウス（モデル）実証事業 （Ｐ.６） テ マ３関連
① コーディネーター（ＵＤＳ㈱）と連携して、家の概念を整理中。
② 並行して、関連設備等の無償貸与に係る公募を実施し、協力企業等を決定。

２. 次世代エネルギーシンポジウム （２５年１１月８日） （Ｐ.８） テーマ４関連
① エネルギーを活用したまちづくりに関する施策普及を目的に実施① エネルギ を活用したまちづくりに関する施策普及を目的に実施。
② 「まちづくり」に主眼を置いた講演やパネルディスカッション等を予定。

３. 次世代エネルギーフェア （２６年２月２２・２３日） （Ｐ.９） テーマ４関連
① 国（九経局）と鹿児島県と協働し、生涯学習フェスティバルと併催。
② 「体感 や「実感 機会の提供 企業展示 エネルギ 学習会等を予定② 「体感」や「実感」機会の提供、企業展示、エネルギー学習会等を予定。

４ 吉本興業とタイアップした普及啓発事業 （Ｐ 10） テ マ４関連 （９月補正）４. 吉本興業とタイアップした普及啓発事業 （Ｐ. 10） テーマ４関連 （９月補正）
① 生涯学習フェスティバルの舞台公演の一部として開催。
② 吉本興業のお笑い芸人を媒体にした効果的な普及啓発を実施。
③ 「住 す 隊 げ 等を 定
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③ 先駆けて、地元の「住みます芸人」によるＰＲ隊の立ち上げや市内ロケ等を予定。



５ 地球にやさしい環境整備事業補助金 （Ｐ 11） テーマ４関連５. 地球にやさしい環境整備事業補助金 （Ｐ.11） テ マ４関連
① 今年度より家庭用燃料電池と電気自動車等充電設備の補助を追加。

② ２５年９月３０日現在の予算執行率６４ . ２％。

６. 総合運動公園防災機能強化事業 （Ｐ.14） テーマ５関連
① 本年８月から本格工事を開始 今年度中に運転開始の予定① 本年８月から本格工事を開始、今年度中に運転開始の予定。
② 第４駐車場を屋根付き駐車場（太陽光発電設備設置）として整備中。
③ 次世代エネルギーウェブサイトにて建設工事進捗状況を随時公開中。

７.川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）検討事業 （Ｐ.15） テーマ５関連
① 平常時は次世代エネルギ 情報発信拠点 非常時は防災拠点として検討① 平常時は次世代エネルギー情報発信拠点、非常時は防災拠点として検討。
② 次世代エネルギーの導入・活用に係る調査に向けて関係機関と協議中。

８. 公共施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業 （Ｐ.16） テーマ５関連
① 公共施設の有効利用、防災機能強化、市民への啓発等を推進。
② 事業実施に係る企画提案公募を実施し 数社提案があり審査中
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② 事業実施に係る企画提案公募を実施し、数社提案があり審査中。



９. 関連企業向けの補助制度 （Ｐ.18） テーマ６関連関連 業 補助制度 （ ） 関連
① 若者の起業、市内企業の育成や異分野参入を促す補助制度を開始。

② 次世代エネルギー発電事業者を対象にした補助制度も創設。

10. 甑島ＥＶ（電気自動車）レンタカー導入実証事業 （Ｐ.22） テーマ８関連
① 島内レンタカー業者と連携して、今年８月１日から実証実験を開始。①
② 電気自動車３台を導入し、市とレンタカー業者でカーシェアリングを実施。
③ 車両導入と並行して、里支所と長浜港付近に普通充電スタンドを設置。

11. 超小型モビリティ導入実証事業 （Ｐ.23） テーマ８関連
① 地区コミやレンタカー業者等の協力を得て、今年８月１日から実証実験を開始。
② 超小型モビリティ２０台を導入し、市民生活の利便性向上を推進。
③ 支所及び地区コミの事務連絡や観光客等の手軽な移動手段として活用。

12. 川内港シャトルバス等導入事業 （Ｐ.24） テーマ８関連
① 高速船の就航に合わせ川内港へのシャトルバスとして電気バスを導入。
② 運行業者は南国交通㈱ 車体供給事業者は三菱重 業㈱に決定
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② 運行業者は南国交通㈱、車体供給事業者は三菱重工業㈱に決定。



13 小鷹井堰地点らせん水車導入実証事業 （Ｐ 26） テーマ９関連13. 小鷹井堰地点らせん水車導入実証事業 （Ｐ.26） テ マ９関連
① 水利権取得のため、今年１月から１年間の流量調査を実施中。
② 今年度に詳細設計等を行い、来年度に建設・実証開始の予定。

14. 産学官連携デジタルグリッド実証事業 （Ｐ.27） テーマ９関連
① 東京大学との連携によりスマートハウス実証事業に併せて実施 （９月補正）① 東京大学との連携によりスマートハウス実証事業に併せて実施。（９月補正）

② 電力変換設備（ルーター）や蓄電池等を導入し、電気の使い方に関する実証を実施。

15. スマートグリッド（次世代電力網）実証試験 （Ｐ.29） テーマ１０関連
① 旧寄田中跡地に建設中の実験設備は今年１０月３０日に竣工予定。
② 電気料金メニュー等に関するアンケートを実施② 電気料金メニュ 等に関するアンケ トを実施。
③ １０月１８日（予定）から市内約５００戸の家庭をモニターとして募集。
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エネルギーの使い方にも配慮した
生活様式の確立生活様式の確立

（テーマ３関連）
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１. スマートハウス（モデル）実証事業
① 次世代エネルギーに関する具体的な設備等を市民等に提示し、意識啓発を図るため川内駅

東口付近にスマートハウスを建設する東口付近にスマートハウスを建設する。

② 見学者や短期滞在者に対し、創エネ・蓄エネ・省エネを体感してもらう様々な事業を実施
する。

③ デ プ ポ ザ③ 実証事業に係るコーディネート業務委託について、プロポーザル方式の公募によりＵＤＳ㈱
に決定し、同社とも連携して家の概念について検討中。

④ なお、並行して、エネルギー関連設備等の無償貸与に係る公募を９月１７日まで実施し、
協力団体・企業を決定した。

スマートハウスのコンセプト

市民（特に２０代後半から４０代のファミ
リー世代）がスマートハウスについての
理解を深め、市民にとって身近で現実的、
かつ地域特性を踏まえた住環境のモデル
となること。

①従来より負担感なく、効果的に省エネ
ができること、②ICT（HEMS）が利便性や
安全性等の向上にも資することを、分かり
やすく体験・学習できる場であること。

デジタルグリッド開発に係る
産学官連携事業を併せて
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スマートハウスのエネルギー消費量自体
を少なくするため、断熱・蓄熱、採光・遮光
等の性能が高いこと。 （出典）エコーネットコンソーシアム資料「報道

関係者向け説明資料：エコーネットの概要」他

産学官連携事業を併せて
実施予定。



エネルギーの市民意識の向上

（テーマ４関連）
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２. 次世代エネルギーシンポジウム
① 次世代エネルギービジョンや行動計画に基づいて、「次世代エネルギーを活用したまち

づくり」を進めていくにあたり 幅広い市民の理解促進を図るため よりきめ細やかなづくり」を進めていくにあたり、幅広い市民の理解促進を図るため、よりきめ細やかな
情報の提供及び双方向のコミュニケーションが必要。

② そこで、「まちづくり」に関する市民の機運を一層高め、理解促進や意識啓発を図ると同時に、
今後の市民参画による政策の実現に向けた契機とすることを目的に１１月８日（金）に開催今後の市民参画による政策の実現に向けた契機とすることを目的に１１月８日（金）に開催
する。

開催日： 平成２５年１１月８日（金） １３：３０～１６：１０
場 所 薩摩川内市国際交流センタ コンベンションホ ル

時 間 プログラム等 内 容 （案）

場 所： 薩摩川内市国際交流センター コンベンションホール
対 象： 一般 （企業関係者、行政職員、各種団体関係者、学生、地域住民等）
内 容： 下記のとおり

時 間 プログラム等 内 容 （案）
①１２：３０ 開場
②１３：３０
～１３：４０

開会 （主催者挨拶） 市長 or 副市長 （※日程調整中）

③１３ ４０
基調講演 ・ 山崎氏をはじめ、studio‐Lが各地で取り組まれている事例の紹介

③１３：４０
～１４：５０

【７０分】

基調講演

㈱studio‐L 代表

コミュニティデザイナー
山崎 亮 氏 （予定）

山崎氏をはじめ、studio Lが各地で取り組まれている事例の紹介
（苦労話、成功に至るまでのエピソード等）

・ 今後、本市が次世代エネルギーを活用し、まち全体で一体感の
ある取組を行っていくためのアドバイス

《コーディネーター（予定）》

④１４：５０
～１６：１０

【８０分】
パネルディスカッション

《コ ディネ タ （予定）》
鹿児島大学 理事 住吉 文夫 氏

《パネラー（予定）》

㈱studio‐L 代表 山崎 亮 氏

中越パルプ工業㈱ 川内工場施設動力部長 冨田 実 氏
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【８０分】 中越パルプ工業㈱ 川内工場施設動力部長 冨田 実 氏
薩摩川内市女性５０人委員会代表者 橋渡 よし江 氏
薩摩川内市新エネルギー対策監 向野 陽一郎

⑤１６：１０ 閉会



３. 次世代エネルギーフェア
① 次世代エネルギービジョン・行動計画に掲げる「行政と市民のパートナーシップの構築」を

進めるため これまで以上に多種多様な普及啓発やきめ細やかな広報活動が必要。進めるため、これまで以上に多種多様な普及啓発やきめ細やかな広報活動が必要。

② 国（九州経済産業局）や鹿児島県と協働し、来年２月２２日（土）・２３日（日）の生涯学習
フェスティバルと併せて開催する。

③ 「体感 や「実感 機会の提供 関連企業製品等展示 市内関連施設ツア ネルギ③ 「体感」や「実感」機会の提供、関連企業製品等展示、市内関連施設ツアー、エネルギー
学習会など多角的な普及啓発を実施する。

イベント当日のプログラム（イメージ）

場
所

プログラム等 主 体
２６．２．２２ （土） ２６．２．２３ （日）

ＡＭ ＰＭ ＡＭ ＰＭ

コミュニティ課 学習体験ｺｰﾅｰ 地区コミ・学習展示
メ
イ
ン
ア
リ
ー

展示体験セクション

コミュニティ課

（準備・

設営）

学習体験ｺｰﾅｰ、地区コミ・学習展示

新エネ対策課
県エネ政策課

関連企業の製品展示・体験コーナー

ポリテク・川内商工等の出展

ｴﾈﾙｷﾞｰ学習会・親子教室ー
ナ

県エネ政策課 ｴﾈﾙｷ ｰ学習会・親子教室

ＥＶや超小型ﾓﾋﾞﾘﾃｨの試乗

サ
ブ

ア
リ
ー舞台イベント

コミュニティ課
新エネ対策課

（準備・設営・リハーサル） 表彰・舞台発表

吉本興業
イベントブー

ナ
新エネ対策課

（準備 設営 リ サ ） 表彰 舞台発表 イ ント
（次頁）

屋
外

屋外コーナー コミュニティ課 （準備・設営）

ｺﾐｭﾆﾃｨﾏｰｹｯﾄ
（ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ市・ﾌﾘﾏ）

・食育ｺｰﾅｰ
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外
等

・食育ｺ ﾅ

ｴﾈﾙｷﾞｰ施設見学会 九州経済産業局
ｴﾈﾙｷﾞｰ

学習会
市内関連
施設ツアー



４. 吉本興業とタイアップした普及啓発事業
① 来年２月に開催する生涯学習フェスティバルの舞台公演の一部として実施する。

② 次世代エネルギーを活用したまちづくりを推進していくにあたり、幅広い市民層への理解
促進や普及啓発を図るとともに、今後の市民参画による政策の実現に向けた契機とする。

③ 経済産業省資源エネルギー庁とタイアップ事業を行っている吉本興業㈱と連携し、話術が
巧みで発信力の あるお笑い芸人等を媒体にした効果的な普及啓発を行う。

④ イベント実施に先駆けて、地元の「住みます芸人」である「ビューティメーカー」によるＰＲ隊
を立ち上げ、市内ロケ等を行い、当日に向けての機運を高めていく予定。機

《内容の一例》
芸人と来場者が一緒になって日本のエネルギー
自給率、固定価格買取制度で買取対象になる発電
システムなど 再生可能エネルギ の知識に関する

10
出典：資源エネルギー庁ＨＰ

『なっとく！再生可能エネルギー』

システムなど、再生可能エネルギーの知識に関する
問題３択クイズに挑戦。

出典：資源エネルギー庁ＨＰ
『なっとく！再生可能エネルギー』



５. 地球にやさしい環境整備事業補助金 ①

① 地球温暖化対策として 創蓄省エネ設備等を導入する市民に対して導入経費の① 地球温暖化対策として、創蓄省エネ設備等を導入する市民に対して導入経費の
一部を補助する。

② 今年度から従来の住宅用太陽光発電設備、エコカー、電動アシスト自転車に、家庭用
燃料電池と電気自動車等充電設備を加え補助の拡充を図る

住宅用太陽光発電設備

燃料電池と電気自動車等充電設備を加え補助の拡充を図る。

補助対象者 ：国の補助に申請し、自らの住宅（既存・新築）に、市内の
施工業者により住宅用太陽光発電設備を設置、または、設置済みの
建売住宅を購入した方で 国の補助金交付決定を受けた方。

補助金額 ：太陽電池モジュール最大出力１ｋＷ（キロワット）当たりに補助金額 ：太陽電池モジュール最大出力１ｋＷ（キロワット）当たりに
４万円をかけた額（上限１６万円）

プラグインハイブリッド自動車及び電気自動車

補助対象者 ：国の補助に申請し、プラグインハイブリッド自動車または
電気自動車を購入した方で、国の補助金交付決定を受けた方。

補助金額 ：国の補助額の１／３（上限３０万円）補助金額 ：国の補助額の１／３（上限３０万円）

補助対象者 ：大型・中型・普通自動車の免許を持ち 電動アシスト自転車

電動アシスト自転車

補助対象者 ：大型・中型・普通自動車の免許を持ち、電動アシスト自転車
を本市内で購入した方。

補助金額 ：本体価格の１／３（上限３万円） 11



５. 地球にやさしい環境整備事業補助金 ②

家庭用燃料電池システム （※新規）

補助対象者 ：平成２５年４月１日以後に国の補助に申請し、自らの住宅
（既築・新築）に市内の施工業者により家庭用燃料電池システムを設置、
または設置済みの 建売住宅を購入した方で、国の補助金交付決定を
受けた方受けた方。

補助金額 ：対象設備１基につき２０万円

※ 燃料電池は ＬＰガス等から電気と同時にお湯をつくるシステム

補助対象者 平成２５年４月１日以後に国の補助制度に申請し 交付

電気自動車等充電設備 （※新規）

※ 燃料電池は、ＬＰガス等から電気と同時にお湯をつくるシステム。

補助対象者 ：平成２５年４月１日以後に国の補助制度に申請し、交付
決定を受けた、市内に事業所（支店、営業所等含む）を有する事業者。
なお、電気自動車等充 電設備は、誰でも利用できる場所（駐車場等）へ、
市内の施工業者により設 置されていることが条件。

補助金額 ：対象設備１基につき、充電器本体購入費および設置
工事などに係る経費の１／３（上限：急速充電器５０万円、普通
充電器１５万円）

● 平成２５年９月３０日現在の執行状況
太陽光発電設備 １８６件 ２８,８７０,０００円
電気自動車等 ５件 １ ３００ ０００円
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電気自動車等 ５件 １,３００,０００円
電動アシスト自転車 ２５件 ７８４,０００円

合 計 ２１６件 ３０,９５４,０００円



市民の活力による
エネルギーの自給自足モデルの構築エネルギ の自給自足モデルの構築

（テーマ５関連）
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６. 総合運動公園防災機能強化事業

① 総合運動公園を再生可能エネルギー等による独立電源等（太陽光発電・蓄電池等）を活用して
「防災機能強化」を図り、本市の次世代エネルギー推進のモデルとして整備する。

② ㈱キューデン・エコソルの事業提案に基づき、太陽光発電設備（６７０KW 、一般家庭約２００世帯分、
全量売電用６３０KW、自家消費用４０KW）を導入し、停電時に売電用の太陽光発電設備から
同施設内に電力を供給できる仕組みを構築する。
今年８月より本格工事開始、今年度中に運転開始の予定。

③ 防災機能の強化策として、電気供給が停止した場合の緊急的な供給電源として電気自動車を
導入した蓄電機能を確保。発電した電力の大部分を売電し、期間中のリース料と相殺、 ２０年間
の実質負担額はゼロとなる予定。

第４駐車場（屋根付駐車場）の建設状況（H25.10.7）
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７. 川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）検討事業
① 市民活動の拠点である「川内駅」を、平常時は次世代エネルギー情報発信拠点 、災害

時は次世代エネルギ を活用した防災拠点として検討する時は次世代エネルギーを活用した防災拠点として検討する。

② 太陽光発電、風力発電、蓄電池、ＥＶ（電気自動車）活用等、次世代エネルギーの導入・
活用に向けた調査を実施予定。（下記はイメージ例）

③ 上記調査の実施に向けて、関係機関と協議中。
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８. 公共施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業
① 公共施設の有効利用、災害時等における公共施設の機能強化及び市民への啓発等を図るため、

次世代エネルギ を活用したまちづくりにおける関連事業として実施する次世代エネルギーを活用したまちづくりにおける関連事業として実施する。

② 公共施設の屋根を、太陽光発電事業を実施したいと考えている事業者へ貸し出し、設備を設置
して平常時は全量売電する。売電収益は事業者に入り、市へは公共施設の目的外使用に係る
使用料を納付する仕組み使用料を納付する仕組み。

③ 屋根貸しに当たっては、発電開始時期は、原則、平成２５年度末までを期限とし、太陽光発電
設備設置期間を全量買取制度と同じ２０年間を想定。

④ なお、事業実施に係る企画提案公募を平成２５年９月３０日まで実施し、数社提案があり審査中。

公共施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業スキーム
 

 

 

 

 

 
太陽光発電

②発電事業者の公募

③事業計画書の提案

⑤系統連携申請 

⑨電力需給契約

 

 

 

 

 

太陽光発電

参加事業者 

 

 

④発電事業者の決定

⑦基本協定書の締結
⑮売電収入 

薩摩川内市 電力会社 
⑭売電 

 

 

 

 

 

①対象施設の選定 
 

 

共 同 企 業 体 、

事業協同組合、 

ＳＰＣ等を含む 
⑪行政財産使用許可 

⑫行政財産使用料納付
経済産業省

⑥設備認定申請 

⑩行政財産使用申請
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⑫行政財産使用料納付

⑬発電設備の設置・管理 

経済産業省

⑧設備認定 



市内資源を活用した地域型産業の振興

（テーマ６関連）
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９. 関連企業向けの補助制度 ①

『新産業創造事業補助金』（※新規）

内 容：市内の企業・個人事業者等の①新規産業創出（環境・エネルギー等）

POINT
地元企業・事業者の新たなチャレンジを後押し。

内 容：市内の企業・個人事業者等の①新規産業創出（環境・エネルギー等）、

②転業、③起業（最長３６月）、④雇用創出に対する補助を新たに制定。

対象経費：家賃、施設利用費、研修費、試作費、設計費、人件費、会社設立に

要する経費要する経費

補助金額： ① 新規産業創出：対象経費の１／３（上限２００万円）

② 転 業： 〃 ２／３（上限２００万円）

③ 起 業 事務所家賃の２／３（上限１２０万円／年）等③ 起 業：事務所家賃の２／３（上限１２０万円／年）等

④ 雇 用 創 出：１人当たり３０万円（１団体３名まで）

※ 次世代エネルギー関係の①新規産業創出、②転業の場合は補助

の上限が２倍の上限が２倍。

【商工振興課所管】

•起業や転業、
新産業創出

に関する補助
起業

•次世代エネ
ルギー関係
の補助など成長

•転業、新産業
創出に関する
補助

成熟
に関する補助 を拡充 補助
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９. 関連企業向けの補助制度 ②

『地域成長戦略促進補助金』（※新規）

内 容：食品、医療・介護周辺、観光ビジネス、次世代エネルギーの４分野に

ついて補助率や限度額を引き上げて 重点的に補助ついて補助率や限度額を引き上げて、重点的に補助。

補助内容：① 用地取得費補助： 補助率 最高６／１０（上限２億円）

② 施設設備費補助： 〃 最高１／１０（上限２億円）② 費 限

③ 賃借費補助： 〃 最高５／１０（上限１億８千万円）

①～③は選択制。

④ ギ

POINT
成長戦略に掲げる

④ 新規雇用補助：１人当たり５０万円補助（次世代エネルギーは、１人

当たり１００万円）

※ ①～④の補助金の合計 限度額１０億円

成長戦略に掲げる

分野の補助を拡充。

※ ① ④の補助金の合計 限度額１０億円

補助用件等：① 上記の分野の施設の新設、増設又は移転をした事業

② 操業１年以内において、新設の場合は新規雇用者の数が１０人

以上、増設又は移転の場合は５人以上。

③ 公募により選定。
【企業・港振興課所管】
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９. 関連企業向けの補助制度 ③

『次世代エネルギー事業推進補助金』 （※新規） 【新エネルギー対策課所管】
対 象 土地 建物（※償却資産は除く）の取得等により 次世代 ネルギ対 象：土地・建物（※償却資産は除く）の取得等により、次世代エネルギー

発電事業を主たる業務として市内で行う事業者
補助金額：当該事業により増加した固定資産税相当額（上限:１００万円）
補助期間 課税開始後３年間（※実質的には平成２６年度から補助が適用 ）補助期間：課税開始後３年間（※実質的には平成２６年度から補助が適用。）

POINT
次世代エネルギーの
導入を後押し。

『雇用創出貢献報奨金』（※新規）

POINT
地縁や血縁など本市の『サポーター』の力を借用。

内 容：事前に登録した「企業誘致サポーター（通称：ゆっか助っ人）」からの情報
提供が企業立地に結びついた場合、謝礼として報奨金を支給。

報奨金の額：最高１，０００万円

20

※ 操業開始後に一律 １００万円、操業１年後に雇用者数に応じて支給。
（１人当たり１０万円）

【企業・港振興課所管】



本市特有の観光スタイルの創出と育成

（テーマ８関連）
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10. 甑島ＥＶ（電気自動車）レンタカー導入実証事業
① 甑島のエコアイランド化を目指し、本市特有の観光スタイルの創出と育成を図る。

② その可能性を追求するため、ＥＶ（電気自動車）レンタカーを導入し、走行距離や履歴、電池
残量等の各種データ等の収集を行い、本土地域への導入もあわせて検討する。

③ 支所や島内レンタカー業者との協議や車両航送を経て、８月１日から実証を開始した。

④ 車両導入と並行して、里支所駐車場及び長浜港待合所付近に、電気自動車等普通充電
スタンドを設置した。

上甑島に１台配置
（レンタカ 事業者（レンタカー事業者
との連携）

三菱自動車工業㈱
i MiEV（アイミ ブ）

下甑島に２台配置

i-MiEV（アイミーブ）
充電インフラも合わせ
て整備（里支所駐車場

・長浜港待合所付近）

※ 甑島に電気自動車を３台導入し オンシ ズン

（レンタカー事業者
との連携）
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※ 甑島に電気自動車を３台導入し、オンシーズン
や休日はレンタカーとして、オフシーズンや
平日等は市の公用車として活用（実証実験）。



11. 超小型モビリティ導入実証事業

① 国土交通省の補助事業を活用して、甑島に超小型モビリティを導入し、支所、レンタカー
業者、地区コミ、市民モニター等による実証実験を通じて、市民生活の利便性向上を
図る。

② 島のブランド向上とエコアイランド化に向け、走行距離や履歴、電池残量等の各種データ
等の収集を行い、本土地域への導入もあわせて検討する。

③ 関係者との協議や車両航送を経て、８月１日から実証を開始した。

上甑島に８台配置
《里町（６台）》
①レンタカー事業者：４台
②支所 １台

トヨタ車体㈱
②支所：１台
③地区コミ：１台
《上甑町（２台）》
①支所：１台
②地区 ミ １台

下甑島に１２台配置
《下甑町（１０台）》
①レンタカー事業者：４台

ＣＯＭＳ（コムス）

②地区コミ：１台①レンタカ 事業者：４台
②支所：１台
③地区コミ：５台
《鹿島町（２台）》
①支所：１台 ※ 甑島に超小型モビリティ（コムス）を ２０台
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①支所：１台
②地区コミ：１台

※ 甑島に超小型 リティ（ ）を 台
導入し、市民生活に近い場所での実証
実験を実施。



12. 川内港シャトルバス等導入事業

① 平成２６年春の本土と甑島を結ぶ高速船の就航に合わせ、国土交通省の補助事業を活用し、
川内駅～川内港待合所間のシャトルバスとして電気バスを導入する。

② 運行事業者は南国交通㈱、また車体の供給事業者は三菱重工業㈱に決定した。

③ 市民の足や観光資源に止まらず 災害時には防災拠点化を進めている総合運動公園③ 市民の足や観光資源に止まらず、災害時には防災拠点化を進めている総合運動公園
において、電源としても活用することも想定。

災害時には『非常用電源』 電源供給 ジ災害時には『非常用電源』
として活用。高速船で

甑島へ
（水戸岡鋭治氏デザイン）

電源供給モジュール
(高電圧対応、可搬性）

AC100V

DC

低床ノンステップバス

川内港待合所 （往復距離約28ｋｍ）
1日４往復運行予定

川内駅
（充電設備の設置）
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次世代エネルギーの効果的な導入に
関する技術研究及び仕組みづくり関する技術研究及び仕組みづくり

（テーマ９関連）
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① 水力発電開発で困難な低落差での開発促進 市民に対する普及啓発や指定管理施設の電気

13. 小鷹井堰地点らせん水車導入実証事業（経済産業省補助事業）

① 水力発電開発で困難な低落差での開発促進、市民に対する普及啓発や指定管理施設の電気
料金の軽減を図るため、日本工営㈱と共同で小水力発電設備の実証事業を行う。

② 経済産業省の補助事業（小水力発電導入促進モデル事業）に採択され、市と日本工営㈱において
基本協定を平成２４年１０月３１日に締結した基本協定を平成２４年１０月３１日に締結した。

③ 今回の実証事業で導入予定のらせん水車（３０ｋＷ）は、１０ｋＷを超えるらせん水車としては、
国内第１号となる見込み。実験により生じた電気は、隣接の清流館で使用予定。

④ 水利権取得のため今年１月から１年間の流量調査を実施しており 今年度に許認可手続き④ 水利権取得のため今年１月から１年間の流量調査を実施しており、今年度に許認可手続き・

詳細設計を実施し、平成２６年度に建設工事・実証試験を開始予定。

らせん水車（イメージ）設置場所付近の位置関係

市が管理委託
している土産
物屋（清流館）

水車設置場所

（参考）（参考）
らせん水車は、農業用動力源として、
戦前脱穀等に活用されてきた。
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14. 産学官連携デジタルグリッド実証事業

① 本年度建設予定のスマートハウスにおいて、デジタルグリッドコンソーシアムとの産学官
連携により 情報と電力の融合した新しい電力供給システムの構築を推進する連携により、情報と電力の融合した新しい電力供給システムの構築を推進する。

② デジタルグリッドルーター（電力変換設備）や蓄電池等を活用して、蓄電池にためた電力を
ブースト（パワーアップ）して、系統からの電力に頼らなくても、家庭で作られた電気（太陽光や
燃料電池）と蓄電池の電力により快適な電気の使い方ができる家の実証実験を来年度より燃料電池）と蓄電池の電力により快適な電気の使い方ができる家の実証実験を来年度より
行う。

③ また、停電時に系統からの電力が落ちたとしても、家庭内にためた電力や作った電力で
安全 安心に暮らす とが きる家 実証実験 検討も行う安全・安心に暮らすことができる家の実証実験の検討も行う。

一定量の電力(1) 一定量の低い電力の電気を、一旦蓄電池に蓄える
ことで電気の消費量を抑える。（省エネ）

(2) 蓄えた電池を２００Ｖにパワーアップして パワ ン(2) 蓄えた電池を２００Ｖにパワ アップして
家庭内電化製品は快適に作動。

⇒新しい生活様式
(3) その結果、通常起こり得る需要

ピ が

パワコン

分電盤 デジタル
グリッドルーター

燃料
蓄電池

のピークが出ない。
⇒系統へ負荷軽減

発電所の需要対応の軽減
(4) 停電時でもＰＶ 燃料電池 蓄電池

２００Ｖ
家電

グリッドル タ

燃料電池

27

蓄電池(4) 停電時でもＰＶ、燃料電池、
蓄電池で無停電の暮らしの実現。

⇒安全・安心な暮らしの実現

蓄電池

２００Ｖにブースト



立地環境等を踏まえた
エネルギーの賢い使い方に関する仕組みづくりエネルギ の賢い使い方に関する仕組みづくり

（テーマ10関連）
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① 本市と九州電力が共同で、スマートグリッド実証試験を開始し、試験目的達成のため、模擬的
太陽光発電機器等 太陽光パネ 蓄電池 を 寄 中学校跡地 設 する

15. スマートグリッド実証試験

に太陽光発電機器等（太陽光パネル・蓄電池）を旧寄田中学校跡地に設置する。
（今年１０月３０日に竣工予定）

② また、市民の家庭における電力使用量の見える化等の仕組みを導入します。平成２５年１０月
１８日（予定）から市内約５００戸の家庭をモニタ として募集１８日（予定）から市内約５００戸の家庭をモニターとして募集。

③ 一般電気事業者他、複数企業の参加の下、広く市民の参加を得て実施する同種の事業としては
九州初の試み。

④ 更に、本実証事業で構築されたネットワークを利用した見守りサービス等の提供可能性を
検討する。

⑤ なお、モニター募集に先駆けて、全自治会世帯を対象に新しい生活サービスや電気料金
メ に関するアンケ ト調査を実施メニューに関するアンケート調査を実施。

実証試験のイメージ 実証試験設備（寄田中跡）の建設状況（H25.10.2）
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参 考 資 料
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薩摩川内市内の発電施設状況（平成２７年末導入予定量）
種 類 規 模

【参考】

７

① 原子力発電所
178万kW

（89万kW×2基）

② 火力発電所
100万kW

（50万kW×2基）

考
Ｈ25.10.10現在の再エネ電源は、
規模で約2.1万kW
年間発電量で約2,200万kWh
世帯換算で約6,000世帯分

２

（50万kW 2基）

③ 内燃力発電所 14,250kW

４
４

４
４

１ ６５

５

３

４

４

４

種 類 規 模 年間発電量 世帯換算

４ ４

種 類 規 模 年間発電量 世帯換算

④ 太陽光発電
（市内各地）

地図には主な

高圧
(事業用)

約1.6万kW
約1,700万kWh

利用率12%時
約4,750世帯分

低圧 約1万kW
約1 000万kWh

約2 900世帯分施設のみ記載
低圧

(家庭用含む)
約1万kW

約1,000万kWh
利用率12%時

約2,900世帯分

⑤ 風力発電 約2.8万kW
約5,200万kWh

利用率21%時
約14,400世帯分

約15 400万kWh
Ｈ２７年末導入予定の再エネ電源は、

4

⑥ バイオマス発電 2.5万kW
約15,400万kWh

利用率70%時
約42,800世帯分

⑦ 小水力発電 30kW
約14万kWh
利用率53%時

約40世帯分
31
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平成２５年度次世代エネルギー関係予算の主な内容
番
号

行動計画 事 業 名
事 業 費

（単位：千円）
主 な 内 容

号 （単位：千円）

１ テーマ３関連 スマートハウス（モデル）実証事業 ４５，０００
市街地に創蓄省エネが体感できるスマート
ハウスを建設

２ テーマ４関連
次世代エネルギーシンポジウム
次世代エネルギーフェア

２，８００ 市民等への普及・啓発及び市内外への情報
発信のためのイベントを実施次世代エネルギーフェア 発信のためのイベントを実施

３ テーマ４関連
次世代エネルギーイベント事業
吉本興業とタイアップした普及啓発事業

（９月補正）
３，５００

エネ庁とタイアップ事業を行っている吉本興業
と連携して幅広い市民層を対象にしたイベント
を生涯学習フェスティバルの一部として実施

住宅用太陽光発電設備 電気自動車 ＰＨＶ車
４ テーマ４関連 地球にやさしい環境整備事業補助金 ４８，２００

住宅用太陽光発電設備、電気自動車・ＰＨＶ車、
電動アシスト自転車、家庭用燃料電池、電気
自動車充電設備に対する補助

５ テーマ５関連
総合運動公園防災機能強化事業
太陽光発電設備等包括的リース料

４０，０００ 総合運動公園に太陽光発電設備を導入し、
停電時にも電力を供給できる仕組みを構築太陽光発電設備等包括的リ ス料 停電時にも電力を供給できる仕組みを構築

６ テーマ５関連 川内駅ゼロエミステーション化検討事業 １５，０００ ＣＯ２排出を削減し低炭素化を促進する「川内駅」
の整備の検討

７ テーマ８関連
甑島ＥＶ（電気自動車）レンタカー導入
実証事業

１６，５２３ 甑島でのレンタカー事業者と連携しての実証
事業を実施実証事業 事業を実施

８ テーマ８関連 超小型モビリティ導入実証事業 ３４，９２３
甑島での超小型モビリティ（※自動車よりコン
パクトな１～２人乗りの車）を用いた実証事業
を実施

９ テーマ８関連
川内港シャトルバス等購入事業

（※商工振興課予算）
１０３，０００ 平成２６年春の新高速船の就航に伴い、川内駅

～川内港間にシャトルバス（電気バス）を運行

10 テーマ９関連
産学官連携デジタルグリッド実証事業

３ ０００
東京大学と共同で、今年度に建設予定の
スマートハウスにおいて蓄電池等を導入し10 テーマ９関連

（９月補正）
３，０００ スマートハウスにおいて蓄電池等を導入し、

電気の使い方に関する実証事業を実施

計 ３１１，９４６
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次世代エネルギー導入促進協議会 設立会 （Ｈ２４ ４ ２６）

次世代エネルギー導入促進協議会

次世代エネルギー導入促進協議会 設立会 （Ｈ２４．４．２６）

次世代エネルギー導入促進協議会次世代 ネルギ 導入促進協議会

田中川内商工会議所会頭（会長）

今藤薩摩川内市商工会会長（副会長） 向原薩摩川内市副市長 薩摩川内市

（事務局）

九州電力㈱ 京セラ㈱鹿児島川内工場 中越パルプ工業㈱川内工場

富士通㈱ 三菱重工業㈱ 三菱電機㈱

（幹事）

富士通㈱ 三菱重工業㈱ 三菱電機㈱

第１回次世代エネルギー導入促進協議会幹事会 （Ｈ２４．５．２９） 甑島で開催

第２回次世代 ネルギ 導入促進協議会幹事会第２回次世代エネルギー導入促進協議会幹事会 （Ｈ２４．９．２５）いむた池で開催

次世代エネルギー導入促進協議会第１回総会 （Ｈ２５ ４ １１ 開催）

会員加入状況 Ｈ２５．１０．１０ 現在 ６９社 （発起団体９社含む）

次世代エネルギ 導入促進協議会第１回総会 （Ｈ２５．４．１１ 開催）
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